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乙訓福祉施設事務組合における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下

「本計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成２７年法

律第６４号。以下「法」という。）第１５条に基づき、乙訓福祉施設事務組合管理者（以下

「特定事業主」という。）が策定する特定事業主行動計画である。 

 

１ 計画期間 

本計画の期間は、平成３０年４月１日から平成３３年３月３１日までの３年間とする。 

 

２ 女性職員の活躍の推進に向けた数値目標 

法第１５条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定事業

主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成２７年内閣府令第６１号）第２条に基づき、特定

事業主において、女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情

について分析を行った。当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり

目標を設定する。 

 

３ 現状と分析 

①採用した職員に占める女性職員の割合（採用区分別） 

正規職員（乙訓福祉施設事務組合職員定数条例第３条に規定する職員のうち再任用職員を

除いた職員） 

ア 事務職     ５０％（５人／１０人） 

イ 指導員・相談員 ７１％（１５人／２１人） 

  

②平均した継続勤務年数の男女の差違（平成３０年４月１日時点） 

ア 女性 平均９年 

イ 男性 平均１８年 

 

【①②分析結果】 

継続就業については、男性に対する女性の割合が５割程度と、男女間の格差が認められる

が、就業期間が長期になりやすい在職２０年以上の職員における男女間の格差（女２人男５

人）が大きな理由となっている。中間層、若年層における継続就業には格差は認められな

い。 

 

 



③職員１人あたりの時間外勤務時間（平成２９年４月～平成３０年３月） 

月平均９時間 

 

【③分析結果】 

時間外勤務については過重とは言えないが、福祉施設においては時間外勤務が多く、勤務

条件としては厳しい部分がある。 

 

④管理職の女性職員割合 

課長級以上の女性職員割合  ２０％（１人／５人） 

 

⑤各役職段階にある職員に占める女性職員の割合（平成３０年４月１日時点） 

  ア 局長級     ０％（０人／１人）  

イ 次長級     ０％（０人／２人） 

ウ 課長級   ５０％（１人／２人） 

エ 課長補佐級 ６７％（２人／３人） 

オ 係長級   ７８％（７人／９人） 

 

【④⑤分析結果】 

配置、登用関係については、管理職において男女間の格差が認められるが、監督職におけ

る男女間の格差は認められず、むしろ積極的に女性職員を登用している。 

 

⑥男女別の育児休業取得率及び平均取得期間（平成２９年度） 

※ 対象者数は当該年度中に職員又は職員の配偶者が出産した職員数 

※ 取得日数は、取得した職員の平均日数であり、申請済みの取得予定期間を含む 

 

ア 女性 取得率１００％ 取得日数１９０日（取得者２人/対象者２名） 

イ 男性 取得率  ０％ 取得日数  ０日（取得者０人/対象者３人） 

 

⑦男性職員の配偶者出産休暇及び育児参加休暇等の取得率及び平均取得日数（平成２９年度） 

子どもが生まれたときに男性職員が取得できる休暇として「配偶者の出産休暇（３日）」 

と「男性職員の育児参加休暇（５日）」、また小学校就学の始期に達するまでの子の看護休

暇（＊女性職員も取得可）があります。 

※ 対象者数は当該年度中に職員の配偶者が出産した職員数 

※ 取得日数は、取得した職員の平均日数 

対象男性職員   ３人 

配偶者出産休暇を取得した男性職員数  ３人  取得日数 １日 

育児参加のための休暇を取得した男性職員数 ０人 取得日数 ０日 

子の看護休暇を取得した男性職員数 ２人  



 

【⑥⑦分析結果】 

女性職員の育児休業については、比較的長期にわたり取得する職員も多く、十分浸透して

いるといえる。育児休業については年度途中入所を実施している保育所がかなり少ないとい

う現状において、３月末日復職が多数を占める。男性職員についても、育児休業はないもの

の、配偶者出産休暇は、ほとんどの職員が取得している。 

 

４ 今後の課題と対策 

（１） 職員の継続就業及び配置登用について 

  職員の継続就業と配置登用の男女間の格差については、中間層、若年層における継続就業

や監督職における配置登用には、現時点で男女間の格差は認められないことから、今後の継

続就業や配置登用については、特段の変更は不要であり、これまで同様に、男女間の格差の

ない運用が求められる。 

   

（２） 職場風土について 

  女性職員の育児休業については、その利用状況から、周囲の職員間においても理解され、

取得しやすい環境にあることが分かる。男性職員の配偶者出産にかかる休暇についても同様

である。 

  しかしながら、男性職員の育児休業取得については、過去に取得した職員はなく、周囲の

状況からも取得にはハードルが高いと言わざるを得ない。この部分において、本人も含めた

職員全体の性別役割分担意識を変革する必要がある。 

 

５ 女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組 

【目標１】 

平成３３年３月３１日までに、制度が利用可能な男性職員の育児参加のための休暇の取得

割合を２５％以上にする。 

＜取組内容＞ 

  制度の取得対象職員への周知を行い、取得の促進を図る。 

 

【目標２】 

平成３３年３月３１日までに、育児休業を取得する男性職員の人数を１名以上にする。 

＜取組内容＞ 

  制度の取得対象職員への周知を行い、取得の促進を図る。 

 


